
愛 媛 県 報

９１７

規 則

�愛媛県規則第３８号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県会計規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………………………（会計課）…９１７

告 示

○ 自衛官候補生の採用試験………………………………………………………………………………………………………………………………（総務管理課）…９１９

○ 愛媛県建設工事請負業者選定要領の一部改正…………………………………………………………………………………………（行革分権課行政管理室）…９１９

○ 県営土地改良事業の事業変更計画書の縦覧…………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…９２８

○ 急傾斜地崩壊危険区域の指定………………………………………………………………………………………………………………………………（砂防課）…９２８

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…９２８

○ 指定居宅サービス事業者の指定…………………………………………………………………………………………………………（中予地方局地域福祉課）…９２８

○ 指定介護予防サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９２８

○ 指定居宅サービス事業の廃止……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９２９

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９２９

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…９２９

○ 医師の指定…………………………………………………………………………………………………………………………………（福祉総合支援センター）…９２９

公 告

○ 令和５年度及び令和６年度において県が発注する建設工事に係る競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとする者に必要な資格並びにその審

査の申請の時期及び方法等………………………………………………………………………………………………………………（行革分権課行政管理室）…９３０

○ 令和５年度及び令和６年度において県が発注する建設工事関連業務に係る競争入札又は随意契約の見積りに加わろうとする者に必要な資格並び

にその審査の申請の時期及び方法等……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…９３５

○ ふぐ取扱者試験の施行…………………………………………………………………………………………………………………………………（薬務衛生課）…９３８

改 正 後 改 正 前

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１４

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１５号から第２２号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ担当係長

（土木管理課長が指定した者に限る。）

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１３

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１４号から第２１号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

毎週（火・金）曜日発行 第３５４号 令和４年１０月２８日

令和４年１０月２８日金曜日 第３５４号
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

（出納員以外の会計職員）

第５条 省略

２ 省略

３ 別に辞令を用いるもののほか、次表の左欄に掲げる職員は、こ

れらの者が職員に任命されていない場合にあつては、その職にあ

る間に限り、職員に任命されているものとして、その職にある間

同表右欄の職に充てる。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

（出納員以外の会計職員）

第５条 省略

２ 省略

３ 別に辞令を用いるもののほか、次表の左欄に掲げる職員は、こ

れらの者が職員に任命されていない場合にあつては、その職にあ

る間に限り、職員に任命されているものとして、その職にある間

同表右欄の職に充てる。

省略 省略 省略 省略

一 省略

二 東予地方局健康福祉環境部地域福祉課及び南予地

方局健康福祉環境部八幡浜支局福祉室の福祉・保護

係長並びに中予地方局健康福祉環境部地域福祉課及

び南予地方局健康福祉環境部地域福祉課の生活保護

グループ担当係長

三 省略

四 省略

五 省略

六 省略

七 省略

一 省略

二 省略

三 省略

四 省略

五 省略

六 省略

省略 省略

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

 出納局の会計課長に委任させる事務は、本庁各課及び地方機

関に属する会計事務のうち、次に掲げるもの（第１４号に掲げる

会計事務を除く。）とする。

ア～ウ 省略

�～� 省略

� 土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ担当係長

（土木管理課長が指定した者に限る。）に委任させる事務は、

本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、土木管理課が

指定納付受託者に納付させる愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛

県条例第３号）別表５の表１の項、２の項、６の項及び６の２

の項に掲げる手数料の収納及び保管に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 警察本部の会計課長に委任させる事務は、警察本部に属する

会計事務のうち、次に掲げるもの（次号、第１７号及び第１９号に

掲げる会計事務を除く。）とする。

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

 出納局の会計課長に委任させる事務は、本庁各課及び地方機

関に属する会計事務のうち、次に掲げるもの（第１３号に掲げる

会計事務を除く。）とする。

ア～ウ 省略

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 警察本部の会計課長に委任させる事務は、警察本部に属する

会計事務のうち、次に掲げるもの（次号、第１６号及び第１８号に

掲げる会計事務を除く。）とする。
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告 示

��������������

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１０７２号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７３号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告示第６０７号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県建設工事請負業者選定要領様式第１号の規定は、令和５年度以降の格付けに係る建設工事入札参加資格審査申請について

適用し、令和４年度の格付けに係る建設工事入札参加資格審査申請については、なお従前の例による。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ア・イ 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

ア・イ 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 省略

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

筆記試験、作文及び適性検査
（ＷＥＢ試験）
令和４年１１月８日（火）０時
から令和４年１１月１０日（木）
２４時の間で任意の時間

任意の場所 任意の場所 県内全域

口述試験及び身体検査
令和４年１１月１５日（火） 松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

改 正 後 改 正 前

（業者の格付け）

第３条 格付けは、次に掲げる要件の全てを満たす者で建設工事入

札参加資格審査申請書（様式第１号）を提出したものについて行

うものとする。

� 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以

下同じ。）及び地方法人特別税（本県分に限る。以下同じ。）

並びに消費税（これらのうち国税通則法（昭和３７年法律第６６

号）第４６条第１項若しくは第２項の規定による納税の猶予又は

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１５条第１項の規定による

徴収の猶予（以下「納税の猶予等」という。）を受けたものを

除く。）について未納がないこと。

� 県税全税目（納税の猶予等を受けたものを除く。）について

未納がないこと。

�・	 省略

２・３ 省略

（建設工事入札参加資格審査申請書等）

第４条 前条第１項の申請書は、次に掲げる書類を添付し、随時、

知事に提出することができる。ただし、別に定める期間内に提出

（業者の格付け）

第３条 格付けは、次に掲げる要件の全てを満たす者で建設工事入

札参加資格審査申請書（様式第１号）を提出したものについて行

うものとする。

� 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以

下同じ。）及び地方法人特別税（本県分に限る。以下同じ。）

並びに消費税

について未納がないこと。

� 県税全税目 について

未納がないこと。

�・	 省略

２・３ 省略

（建設工事入札参加資格審査申請書等）

第４条 前条第１項の申請書は、次に掲げる書類を添付し、随時、

知事に提出することができる。ただし、別に定める期間内に提出
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様式第１号を次のように改める。

するよう努めるものとする。

� 省略

� 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税（これらのう

ち納税の猶予等を受けたものを除く。）について未納がない旨

の証明書

� 県税全税目（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及

び地方法人特別税（これらのうち納税の猶予等を受けたものを

除く。）について未納がない旨の証明書

�～� 省略

２ 省略

３ 第１項第２号及び第３号に規定する税のうち納税の猶予等を受

けたものがある者にあつては、同項に掲げる書類のほか、当該納

税の猶予等の許可を受けた通知書の写し等を添付しなければなら

ない。

４ 省略

５ 省略

附 則

するよう努めるものとする。

� 省略

� 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税

について未納がない旨

の証明書

� 県税全税目（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及

び地方法人特別税

について未納がない旨の証明書

�～� 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

附 則

６ 格付けを受けようとする者が、新型コロナウイルス感染症等の

影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令

和２年法律第２５号）第３条第１項に規定する事実又は地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）附則第５９条第１項に規定する事実があ

る場合において、国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第４６条第１

項の規定による納税の猶予又は地方税法第１５条第１項若しくは附

則第５９条第１項の規定による徴収の猶予を受けたときは、当該格

付けに係る第３条第１項及び第４条第１項の規定の適用について

は、第３条第１項第１号中「消費税」とあるのは「消費税（これ

らのうち国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第４６条第１項の規定

による納税の猶予又は地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１５条

第１項若しくは附則第５９条第１項の規定による徴収の猶予（以下

「納税の猶予等」という。）を受けたものを除く。）」と、同項

第２号中「県税全税目」とあるのは「県税全税目（納税の猶予等

を受けたものを除く。）」と、第４条第１項第２号中「地方消費

税について未納がない旨の証明書」とあるのは「地方消費税（こ

れらのうち納税の猶予等を受けたものを除く。）について未納が

ない旨の証明書並びに当該納税の猶予等の許可を受けた通知書の

写し等」と、同項第３号中「地方法人特別税について未納がない

旨の証明書」とあるのは「地方法人特別税（これらのうち納税の

猶予等を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書並

びに当該納税の猶予等の許可を受けた通知書の写し等」とする。
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様式第１号（第３条、第４条、様式第２号関係） 建設工事入札参加資格審査申請書
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愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９２４



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９２５



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９２６
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別紙
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�愛媛県告示第１０７４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、

伊予市稲荷地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条

第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとお

り土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・土段地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

令和４年１０月３１日から１１月２９日まで

３ 縦覧場所

伊予市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１０７５号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の土木事務所及び町役場に

おいて縦覧に供する。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

深浦地区（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成３年１１月愛媛県告示第１５７４号）

深浦の項で指定した標柱２号と標柱１号を結んだ線、標柱１号と次

に掲げる地番の土地に存する標柱１０号から標柱１７号までを順次結ん

だ線及び標柱１７号と標柱２号を結んだ線に囲まれた区域

�愛媛県告示第１０７６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０７７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和４年１０月２８日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第１０７８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

令和４年１０月２８日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

市 町 字 地 番 標 柱

越智郡上島町 生名 １５７８番 １号

１５５０番１ ２号、１７号

１５４９番１ １０号、１１号、１２号、１３号

１５５３番 １４号、１５号、１６号

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般ー２）第７２５７号 令和２年
８月１６日 �石川工務店 石川 福将 西条市飯岡１５０５－１７ 令和４年

９月１４日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２９）第１０６２９号 平成２９年
９月２１日 三和建設 文野 義和 今治市高橋甲３５８－１３ 令和４年

９月２０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１３８７８号 平成２９年
１１月２５日 �ライフライン 松浦 哲� 越智郡上島町岩城１２９２ 令和４年

９月２２日 電気工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－３）第４０４号 令和３年
１２月１日 ��山組 �山 俊紀 今治市波方町波方甲１９１３

－１
令和４年
９月２６日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人 中山梅寿会 指定訪問介護事業所 なかやま幸梅園 愛媛県伊予市中山町中山寅３８１番地 令和４年８月１日 訪問介護

株式会社訪問看護リハビリステーショ
ンｙｏｕ ｔｏｏ

訪問看護リハビリステーション ｙｏ
ｕ ｔｏｏ

愛媛県上浮穴郡�万高原町�万２６１番
地２ 令和４年９月１日 訪問看護

株式会社Ｒａｍｙ ヘルパーステーション Ａｒｍｙ 愛媛県伊予郡松前町大字出作５２４番地 令和４年９月１日 訪問介護
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�愛媛県告示第１０７９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

令和４年１０月２８日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第１０８０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和４年１０月２８日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第１０８１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和４年１０月２８日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第１０８２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社訪問看護リハビリステーショ
ンｙｏｕ ｔｏｏ

訪問看護リハビリステーション ｙｏ
ｕ ｔｏｏ

愛媛県上浮穴郡�万高原町�万２６１番
地２ 令和４年９月１日 介護予防訪問看護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

社会福祉法人 愛寿会 あいじゅ新川デイサービスセンター 愛媛県伊予市下吾川字北西原１７８１番地
１ 令和４年９月３０日 通所介護

合資会社 あい愛ライフ あい愛ライフ 愛媛県伊予市中山町出渕２番耕地４４の
３ 令和４年１０月２８日 訪問介護

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１５００６２２ 株式会社クリバヤシ・
ファーム

愛媛県東温市田窪２１２８
番地１ 栗 林 泰 彦 就労継続支援

Ｂ型
クリバヤシ・ファーム
Ｔｅａｍ Ｂ

愛媛県東温市田窪２１２８
番地１

令和４年
９月１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

４中局建（開）第２７号

令和４年１０月２１日
東温市南野田字天神４３２番２、４３２番３、４３２番６

松山市南梅本町甲１１２７番地１３

小 川 道 子

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

呼 吸 器 機 能 障 害 呼吸器内科 市 立 宇 和 島 病 院 � 田 千 鶴 宇和島市御殿町１番１号 令和
４年１０月１日

肢 体 不 自 由 内 科
医療法人青峰会真網
代くじらリハビリテ
ーション病院

豊 崎 浩一郎 八幡浜市真網代甲２２９番地５ 令和
４年１０月１日
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公 告

�公 告

令和５年度及び令和６年度において県が発注する建設工事に係る

競争入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に

加わろうとする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにそ

の審査の申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等を、次の

とおり定めた。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事

 舗装工事

� しゅんせつ工事

� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

� 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事

� 造園工事

� さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事

� 消防施設工事

� 清掃施設工事

� 解体工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

エ 共同企業体要綱第２３条から第２７条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第２８条第２項の通知を受

けた地域維持型建設共同企業体（地域維持型建設共同企業体

が加わることができる競争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

持参による場合にあっては、令和４年１１月２日（水）から１２月

１６日（金）までの執務時間中（午前８時３０分から午後５時１５分ま

で）とする。郵送による場合にあっては、令和４年１１月２日（水）

から１２月２日（金）までとし、当該期間内の消印があるものは、

その期間内に申請があったものとして取り扱う。

なお、その後も、随時申請を受け付けるが、この場合には、競

争入札等に間に合わないことがある。

また、特定建設工事共同企業体及び地域維持型建設共同企業体

に係る申請の時期については、別に公告するところによる。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページ

（https://www.pref.ehime.jp/h10950/5737/shinsa/shinsa5_6.

html）からダウンロードするか、又は別表の提出先に請求する。

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参又は郵送により提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体及び
地域維持型建設共同企業体に係る申請書類の請求先及び提出先

については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお
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いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和５年度及び令和６年度の建設工事に係る競争入札

等について効力を有する。ただし、特定建設工事共同企業体又は

地域維持型建設共同企業体に係る資格は、それぞれ当該特定建設

工事共同企業体又は当該地域維持型建設共同企業体を結成して加

わろうとする競争入札等について効力を有する。

９ 令和７年度及び令和８年度の資格審査

令和７年度及び令和８年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、令和６年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問合せ先

（制度全般）

愛媛県総務部行財政改革局行革分権課行政管理室

入札監理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９６８―２２９４

（申請・受付）

愛媛県土木部土木管理局土木管理課

契約・建設業グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９１２―２６４３
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部土木管理局土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９１２－２６４３

県外

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所用地管理課
〒７９９－０４０４
四国中央市三島宮川四丁目６番５５号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５（内線３０８、３０９）

四国中央市

愛媛県東予地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線４０７、４０８）

新居浜市及び西条市

愛媛県東予地方局今治土木事務所管理課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２６２、２６８）

今治市及び越智郡

愛媛県中予地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９０９－８７６９（ダイヤルイン）

松山市、伊予市、東温市及び
伊予郡

愛媛県中予地方局�万高原土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡�万高原町�万５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０（内線４１５、４１６）

上浮穴郡

愛媛県南予地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１（内線３０４）

大洲市及び喜多郡

愛媛県南予地方局八幡浜土木事務所管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線４０６、４０７）

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県南予地方局西予土木事務所用地管理課
〒７９７－００１５
西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３
電話番号 ０８９４－６２－１３３１（内線１３４）

西予市

愛媛県南予地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線４０７）

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県南予地方局愛南土木事務所用地管理課
〒７９８－４１９４
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０
電話番号 ０８９５－７２－１１４５（内線２０５）

南宇和郡



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９３３

様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９３４

様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９３５

�公 告

令和５年度及び令和６年度において県が発注する建設工事関連業

務（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建

設工事に関する調査、測量及び設計の業務をいう。以下同じ。）に

係る競争入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）

に加わろうとする者に必要な資格（以下「資格」という。）並びに

その審査の申請（以下「申請」という。）の時期及び方法等を、次

のとおり定めた。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 業種区分

� 測量業

� 建築関係建設コンサルタント業

� 土木関係建設コンサルタント業

� 地質調査業

� 補償関係コンサルタント業

� その他建設工事関連業

２ 建設工事関連業務に係る競争入札等に加わることができない者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１

項各号のいずれかに該当する者

� 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１

項において準用する場合を含む。）の規定により県の入札に参

加させないこととされている者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア １に掲げる業種の事業のいずれかを営む者であって、次に

掲げる項目について知事の審査を受け、適格と認められた者

� 知事の審査を申請する日（以下「審査基準日」という。）

の直前２年の各事業年度における実績高の平均

� 審査基準日の直前に行った決算における自己資本の額

� 審査基準日における業種区分ごとの有資格者の数

イ 愛媛県建設工事関連業務共同企業体事務取扱要綱（令和元

年６月愛媛県告示第２０３号）第５条から第９条までに定める

資格要件を満たすものとして、同要綱第１０条第２項の通知を

受けた共同企業体（当該共同企業体が加わることができる競

争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 審査基準日前２年間において、振り出した手形又は小切手

が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている者

ウ 所得税若しくは法人税若しくは特別法人事業税（本県分に

限る。）若しくは地方法人特別税（本県分に限る。）又は消

費税を滞納している者

エ 県税を滞納している者

４ 申請の時期

持参による場合にあっては、令和４年１１月２日（水）から１２月

１６日（金）までの執務時間中（午前８時３０分から午後５時１５分ま

で）とする。郵送による場合にあっては、令和４年１１月２日（水）

から１２月２日（金）までとし、当該期間内の消印があるものは、

その期間内に申請があったものとして取り扱う。

なお、その後も、随時申請を受け付けるが、この場合には、

競争入札等に間に合わないことがある。

また、共同企業体に係る申請の時期については、別に公告する

ところによる。

５ 申請書類の入手方法及び提出方法

� 入手方法

次のいずれかの方法による。

ア 県のホームぺージ（https://www.pref.ehime.jp/h10950/5737

/shinsa/shinsa5_6.html）からダウンロードする。

イ １０�の提出先に請求する。
� 提出方法

持参又は郵送により１０�の提出先に提出するものとする。
� �及び�の規定にかかわらず、共同企業体に係る申請書類の
入手方法及び提出方法については、別に公告するところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、令和５年度及び令和６年度の建設工事関連業務に係る

競争入札等について効力を有する。ただし、共同企業体に係る資

格は、当該共同企業体を結成して加わろうとする競争入札等につ

いて効力を有する。

９ 令和７年度及び令和８年度の資格審査

令和７年度及び令和８年度の建設工事関連業務に係る競争入札

等に加わろうとする者の資格については、令和６年１０月に公示を

行う予定であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 申請書類の提出先及び問合せ先

� 申請書類の提出先及び申請受付に関する問合せ先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ

〒７９０―８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９１２―２６４３

� 制度全般に関する問合せ先

愛媛県総務部行財政改革局行革分権課行政管理室入札監理グ

ループ

〒７９０―８５７０ 松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９６８―２２９４



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９３６

様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９３７

様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書



愛 媛 県 報令和４年１０月２８日 第３５４号

９３８

�公 告

ふぐ取扱者試験の施行について

愛媛県ふぐの取扱いに関する条例（昭和２７年愛媛県条例第６３号）第４条の規定による令和４年度ふぐ取扱者試験を次のとおり施行する。

令和４年１０月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時及び場所

試 験 別 日 時 場 所

学 科 試 験 令和５年１月２５日（水）午後１時３０分
松山市三番町七丁目６番地９

愛媛県薬剤師会館

実 地 試 験 令和５年３月１４日（火）午前１０時
松山市勝山町一丁目１番地５

愛媛調理製菓専門学校

２ 受験願書の提出期間

令和４年１２月１２日（月）から２０日（火）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

３ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

４ 試験科目

試験は、次に掲げる科目について学科試験を行い、学科試験の合格者について実地試験を行う。

� 衛生法規

� 食品衛生学

� 魚類学

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

令和４年１０月２８日 発行


